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コロナ禍で減少した出生数。その出生数の回復策
は？ 若者と高齢者がバランス良く発展できる社会
を考えるための幅広い総合統計集。

●婚活サービスによって結婚した者の割合……
	 2000年 1.4％　2019年 13.0％ ➡ 2020年 16.5％
●待機児童数の減少……2020年 12,439人 ➡ 2021年 5,634人
●�コロナ禍で「外出頻度と社会との関わり合い」の「どちらも減っ
た」と回答した65歳以上の者の割合……66.2％
●�コロナ禍で外出頻度と社会との関わり合いが減ったことによる
65歳以上の者への影響……
	 1位 身体に衰えを感じた 35.1％	
	 ２位 美しいと感じることが減った 34.9％　	
	 ３位 外出が億劫になった 30.0％
●�コロナ禍による生活の変化で、体力・筋力が低下したと感じる
60歳～90歳の者の割合…男性 74.5％　女性 79.9％
●食料品アクセス問題への対策を必要としている市町村の割合……
	 大都市 67.6％　中都市 75.4％　小都市 89.4％
●食料品アクセス問題への対策を必要とする背景の割合……
	 1位 住民の高齢化 91.0％
	 2 位 地元小売業の廃業 68.1％
	 3 位 中心市街地、既存商店街の衰退 51.7％
	 4 位 単身世帯の増加 50.6％　	
	 5位 公共交通機関の廃止等のアクセス条件の低下 38.1％
●65歳以上の無職世帯の実収入……
	 夫婦世帯 256,660円　単身世帯 136,964円
●�在東京のふるさと回帰支援センターへの来訪者・問い合わせ
数の増加……
	 2,475件（2008年） ➡ 49,401件（2019年）
●在東京のふるさと回帰支援センターでの移住地希望ランキング
	 窓口相談者……1位 静岡県　2位 山梨県　3位 長野県
	 セミナー参加者……1位 和歌山県　2位 広島県　3位 佐賀県
●�高齢者が医療サービスの利用状況で「月に1回くらい」と回答
した者の割合……
　日本 41.8％　ドイツ 15.2％　アメリカ 12.0％　スウェーデン 5.0％

感染症対策、妊婦・子育て世帯・高齢者へのサポート、国民所得、社会保障など、「少子高齢社会」の日本の課題につい
て考えるためのデータが満載。国際比較調査も拡充。

2022
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男性の育児休業者がいた事業所割合の推移
（1999年度～2020年度）

月別、妊娠届け出数の推移（2018年1月～2021年4月）

年齢別、医療・介護費用月額と
その生活費月額に占める割合

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

（％）
16.0

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

（万円）
4.5 0

1.861.86
2.32

90

上
以
歳

85

89
歳

80

84
歳

75

79
歳

70

74
歳

65

69
歳

60

64
歳

8.38.3

10.810.8 10.510.5 10.710.7

13.213.2 13.113.1

13.3

平均 生活費に占める割合

年齢別

3.80

2.97
2.392.212.34

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000
（件）

12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月

2018年
2019年
2020年
2021年

86,96886,968

77,93977,939

82,69382,693

77,46577,465

84,48384,483

75,37975,379
76,61376,613

77,57777,577

69,74369,743

84,49384,493

77,76877,768

76,58876,588

84,04984,049

74,71874,718
75,41475,414

75,81575,815

81,67881,678

70,79670,796

77,76277,762

72,87072,870
72,53272,532

80,27380,273

73,35273,352

77,14577,145

82,82082,820

71,47871,478

78,33978,339

75,54175,541

67,26967,269
66,70166,701

69,27669,276
68,30568,305

71,63671,636

74,86574,865

69,77669,776

75,74875,748

78,05378,053

70,74770,747

81,71781,717

73,90873,908

0%

5%

15%

10%

20%

1.8
1.1

0.5

4.6

2.5

3.6

2.8

〔3.7〕4.0

3.4

4.2
4.4

5.4

7.5
8.6

20
（年度）

18171615141312111009080705021999 19

10.5

15.8

高齢者の医療・介護費
用は月額2万円以上に

2020年、
大幅に増加

最新トレンドから都道府県別のデータまで幅広く網羅！

2021年は近年に近い数値



少子高齢社会に関する様々なデータがこの1冊にまとまった
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年齢3区

分別、
総人口

に占め
る割合

の推移
（195

0年〜2
019年

）
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1-1-6
我が国

の人口
ピラミ

ッド（2
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10月1
日現在

）
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（1.57）が1966年（1.58）を

初めて
下回っ

た。

15歳未満
人口15～ 64歳人口65歳以上
人口

（注）
各年 10月 1日現

在。1950年～
2005年、

2010年及
び 2015年は

国勢調
査人口

（年齢
不詳を

あん分
した人

口）に
よる。

1970年ま
では沖

縄県を
含まな

い。

出典：
総務省

統計局
「人口

推計」（
2019年 10月 1日現

在）

出典：
総務省

統計局
「人口

推計」（
2019年 10月 1日現

在）

人口推計
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1-1-24
国籍・地域

別、在留外
国人数の

推移（上位5
ヵ国）（20

14年～20
20年）

図表

1-1-25
国籍・地域

別、在留外
国人数の

割合（202
0年）
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1-1-26
在留資格別

、在留外国
人数の割

合（2020年
）

図表

1-1-27
都道府県別

、在留外国
人数の割

合（2020年
）

図表
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1-1-23 在留外国人
数の推移（

2008年末
～2020年

末）

図表
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第19条の3に規定す
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在留者」に
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る在留資

格をもっ
て在留す

る者及び「
特別永住

者」

の数であ
り、2012年末の統

計からは
、「中長期

在留者」
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別永住者
」の数で

ある。

出典：法
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和 2年末現在
における

在留外国
人数につ

いて」
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1-3-9 地域ブロック
別、世帯主75

歳以上の世帯
総数の推移及

び増加率（201
5年～2040年

）

図表

地域
ブロック

世帯数（1,000世帯）

増加率（％）

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
2015年
↓

2040年

2015年
↓

2020年

2020年
↓

2025年

2025年
↓

2030年

2030年
↓

2035年

2035年
↓

2040年

全 国 8,883 10,424 12,247 12,763 12,403 12,171 37.0 17.3 17.5 4.2 -2.8 -1.9

北海道
430 490 575 614 598 575 33.6 13.9 17.3 6.8 -2.5 -4.0

東 北
641 692 803 882 892 867 35.2 7.9 16.1 9.9 1.1 -2.8

関 東 2,759 3,394 4,014 4,142 4,015 4,036 46.3 23.0 18.3 3.2 -3.1 0.5

北関東
421 499 603 649 637 617 46.3 18.3 20.8 7.7 -1.9 -3.1

南関東 2,338 2,895 3,411 3,493 3,379 3,419 46.3 23.8 17.8 2.4 -3.3 1.2

中 部 1,536 1,794 2,114 2,195 2,135 2,109 37.3 16.8 17.8 3.8 -2.7 -1.2

近 畿 1,498 1,822 2,144 2,169 2,049 2,002 33.7 21.7 17.6 1.2 -5.5 -2.3

中 国
585 661 770 792 757 712 21.7 13.0 16.4 2.9 -4.4 -6.0

四 国
329 358 417 432 416 390 18.5 8.8 16.4 3.8 -3.8 -6.2

九州・沖縄
1,105 1,213 1,412 1,537 1,540 1,481 34.0 9.8 16.4 8.8 0.2 -3.9

（注）地域ブ
ロックの区分

は次の通り

北海道：北海
道

東北：青森・
岩手・宮城・

秋田・山形・
福島

関東：茨城・
栃木・群馬・

埼玉・千葉・
東京・神奈川

　北関東：茨
城・栃木・群

馬

　南関東：埼
玉・千葉・東

京・神奈川

中部：新潟・
富山・石川・

福井・山梨・
長野・岐阜・

静岡・愛知・
三重

近畿：滋賀・
京都・大阪・

兵庫・奈良・
和歌山

中国：鳥取・
島根・岡山・

広島・山口

四国：徳島・
香川・愛媛・

高知

九州・沖縄：
福岡・佐賀・

長崎・熊本・
大分・宮崎・

鹿児島・沖縄

全国：37.0％

50以上

35～ 50未満

20～ 35未満

20未満

（％）

＜2015年→2040年の増加率
＞

出典：「日本の
世帯数の将来

推計（都道府
県別推計）」（

2019年推計）

地方移転に関する動向
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1
6 地方移転に関する動向
経済産業省 関東経済産業局「地方移転に関する動向調査結果【詳細版】」（インターネット調査・郵送調査）

2021年1月〜2月調査、東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）に拠点を持つ企業及び東京圏を除く管内（茨城県・栃木県・群馬県・

新潟県・長野県・山梨県・静岡県）基礎自治体対象（有効回答数　企業：680社、基礎自治体：企業誘致171市町村、移住促進169市町村）

2-6-1 東京圏に拠点を持つ回答企業の
属性

図表

300人より大きい

300人以下

100人以下
50人以下

20人以下

10人以下

企業全体
n=680

1.5%

28.8%

30.4%

17.5%

12.4%

9.4%

3億円より大きい

3億円以下

1億円以下

5000万円以下

企業全体
n=680

68.4%

18.2%

3.8%
9.6%

その他

運輸業、
郵便業

情報通信業

サービス業
（他に分類され
ないもの） 建設業 製造業

卸売業、小売業

企業全体
n=680

24.1%

20.3%

11.9%
10.7%

6.3%

5.9%

20.7%

従業員数
資本金

業種

2-6-2 自社の拠点・機能の東京圏以外
への移転・分散の検討状況図表

2-6-3
自社の移転・分散の検討・実施
の背景・経緯となる、又はなり
うる要因（複数回答）図表

未回答など

過去移転・分散を
検討したことはなく、
今後も検討の予定はない

今後具体的に
検討する必要性があると
認識している

2021年に
具体的に
検討を
開始する
予定である

過去に検討又は
現在検討中だが移転・

分散は未実施

過去に検討し、実際
に移転・分散した

企業全体
n=680

18.4%

3.2% 0.3%
4.3%

69.7%

4.1%
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（％）
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4.7

4.1

3.4

3.1

2.2

1.9

1.6
外部機関へのアクセス確保の必要性

自治体や国からの提案・働きかけ

その他

顧客・取引先からの

BCP観点での提案・働きかけ

福利厚生拡充の必要性
テレワーク導入による拠点縮小、複数拠点化など

新型コロナウイルス感染症拡大による
感染リスク低減の必要性

安定した採用、人材確保と安定化の必要性
災害発生リスクの懸念

ビジネス効率化の必要性
コストダウンの必要性

営業面での必要性

（注） 2-6-2 で「過去移転・分散を検討したことはなく、今後も検討の予定はない」と回答

の企業は除く。

2-6-4 自社の拠点・機能別、移転・分散を実
施済み又は検討中の企業の割合（複数回答

）図表
2-6-5

自社の拠点・機能の移転・分散を行った
、

検討している又は今後検討する場合、移
転に伴い転居（移住）する社員数（単一回答

）図表

0 5 10 15 20
（％）

6.0

5.1

4.0

1.0その他
処理機能
店舗機能

付帯サービス機能

11.9

14.3

12.5

14.1

8.4
8.5

9.7

6.2

15.4
営業・サービス提供機能

ソフトウェア開発機能

情報管理機能

情報システム機能

研究開発機能

物流・倉庫機能

製造機能

本社管理機能

経営管理機能

0 10 20 30 40
（％）

14.1

6.2

2.9

2.4

0.6

1.9

1.8

36.8
社員の転居は行って

いない・社員の転居は
想定していない

31人以上

26～30人程度

21人～25人程度

16～20人程度

11人～15人程度

6～10人程度

1～5人程度 企業全体 n=680

（注） 2-6-2 で「過去に検討し、実際に移転・分散した」、「過去に検討又は現在検討中だが移転・

分散は未実施」と回答の企業対象。

（注）「わからない」の回答は除く。　
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114 東北圏における若年女性の転出
（公財）東北活性化研究センター「東北活性研 Vol.42　調査報告 加速化する地方の人口減少・少子高齢化に歯止めをかける（その1）
〜東北の若年女性はなぜ東京を目指すのか？〜」（インターネット調査）
2020年6月・8月〜9月調査、全国の18歳〜29歳の女性2,300名対象

2-14-1 イメージする転居先を選んだ理由（複数回答）図表

0

20

40

60

29.9
27.0

20.9
26.1

14.7
10.2

2.8

36.1
42.2

20.8

12.1

41.4

15.3 16.0

26.6

7.2

（％）

全体 n=997

2-14-2 多くの若い女性たちから、東京（首都圏）が選ばれる理由（複数回答）図表

0

20

40

60

80

66.5

53.2

65.6

46.7

17.5
25.9

46.7

32.3
36.4

13.7

30.1

14.4

26.9

48.1

15.2

1.2

（％）

全体 n=1,425

 全体より10Pt 高い
 全体より5Pt 以上高い
 全体より10Pt 低い
 全体より5Pt 以上低い

n

求
人
が
多
い

賃
金
が
高
い
仕
事
が
あ
る

自
分
の
キ
ャ
リ
ア
・

ス
キ
ル
を
活
か
せ
る

職
場
や
仕
事
が
あ
り
そ
う

住
環
境
が
改
善
で
き
そ
う

子
育
て
の
環
境
が

改
善
で
き
そ
う

医
療
施
設
が
充
実
し
て
い
る

介
護
施
設
や

介
護
サ
ー
ビ
ス
が

充
実
し
て
い
る

余
暇
が
充
実
で
き
そ
う

日
常
生
活
が

便
利
に
な
り
そ
う

人
の
目
を
気
に
し
な
い
で

生
活
で
き
そ
う

因
習
や
風
習
に

し
ば
ら
れ
な
い
で

生
活
が
で
き
そ
う

楽
し
い
生
活
が
で
き
そ
う

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の

機
会
が
多
そ
う

出
会
い
が
多
そ
う

友
人
・
知
人
が
多
い

そ
の
他

東北圏
出身者

首都圏居住層 411 31.9 33.3 25.5 30.7 15.1 11.7 2.7 44.0 45.0 19.7 14.1 43.3 16.1 16.8 25.3 6.8

仙台市居住層 79 34.2 24.1 25.3 30.4 13.9 12.7 2.5 32.9 44.3 20.3 8.9 43.0 15.2 16.5 25.3 3.8

転出後に地元居住層 221 29.4 25.8 15.4 20.8 18.6 9.0 2.7 34.8 40.3 27.6 14.0 38.9 14.9 15.4 34.8 10.0

地元定着層 242 24.8 19.4 14.5 20.7 9.9 8.7 2.9 25.2 38.8 16.5 9.1 38.4 12.8 14.9 21.9 5.8

【東北圏・首都圏以外出身】
首都圏居住層 44 34.1 20.5 31.8 31.8 20.5 6.8 4.5 34.1 40.9 20.5 6.8 50.0 25.0 18.2 25.0 11.4

 全体より10Pt 高い
 全体より5Pt 以上高い
 全体より10Pt 低い
 全体より5Pt 以上低い

n

東
京
（
首
都
圏
）
の
生
活

（
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
）
に

憧
れ
が
あ
る

自
分
の
夢
や
、
や
り
た
い
こ
と
を

実
現
で
き
そ
う

文
化
・
娯
楽
な
ど
の

刺
激
が
多
く
あ
る

自
分
の
や
り
た
い
仕
事
や
、

そ
の
仕
事
が
で
き
る
就
職
先
が

東
京
（
首
都
圏
）
に
は
あ
る

国
際
的
な
仕
事
に
主
導
的
に

携
わ
る
に
は
、
東
京
（
首
都
圏
）
で

働
く
の
が
一
番
良
い

様
々
な
分
野
で
活
躍

し
て
い
る
人
た
ち
と
、
知
り
合
う

機
会
に
恵
ま
れ
て
い
る

地
方
に
比
べ
て
、
年
収
の
多
い

仕
事
に
恵
ま
れ
て
い
る

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
機
会
が

と
て
も
多
い

様
々
な
チ
ャ
ン
ス
を
掴
む
う
え
で
、

地
方
よ
り
有
利

女
性
に
対
す
る
差
別
意
識
が
低
い

多
様
な
価
値
観
の
人
々
が

共
生
し
て
い
る

自
分
の
理
想
と
な
る
女
性
が

活
躍
し
て
お
り
、
そ
ん
な
女
性
に

自
分
も
な
り
た
い

男
女
問
わ
ず
若
い
人
が
多
い

（
出
会
い
が
多
い
）

公
共
交
通
機
関
な
ど
の

サ
ー
ビ
ス
が
充
実
し
て
い
る

医
療
機
関
や
介
護
施
設
な
ど
の

サ
ー
ビ
ス
が
充
実
し
て
い
る

そ
の
他

東北圏
出身者

首都圏居住層 969 64.8 54.2 64.4 46.6 16.4 24.3 47.2 30.7 36.1 14.4 29.0 14.7 25.7 48.2 14.4 1.2

仙台市居住層 22 81.8 68.2 63.6 68.2 4.5 31.8 81.8 40.9 59.1 18.2 54.5 22.7 50.0 63.6 13.6 -

転出後に地元居住層 334 67.7 47.9 68.3 39.5 18.0 25.1 42.5 31.4 33.2 11.1 28.7 10.2 28.1 44.9 15.3 1.2

【東北圏・首都圏以外出身】
首都圏居住層 100 75.0 58.0 69.0 66.0 29.0 43.0 48.0 49.0 45.0 14.0 40.0 24.0 30.0 55.0 22.0 1.0
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3 社会保障関係費と税収の推移
財務省「日本の財政関係資料　令和3年4月」

3-3-1 社会保障関係費の増加と税収の減少（1990年度・2021年度）
図表

3-3-2 一般会計税収の推移（1987年度～2021年度）
図表

国債費
23.8

利払費等
8.5

債務償還費
15.2

交付税
15.3

交付税
15.9

社会保障
11.6

（17.5％）

社会保障
35.8

（33.6％）

その他
9.6

その他
9.3

特例公債
37.3

建設
公債
5.6

防衛
4.2

防衛
5.3

建設
公債
6.3

文教
・
科技
5.4

税収
58.0

決算
60.1

公共
事業
6.2

公共
事業
6.1

税収
57.4

歳入
106.6

歳出
106.6

歳出
66.2

歳入
66.2 その他

収入
2.6

国債費
14.3

利払費等
11.2

債務
償還費

3.1

文教
・
科技
5.1

その他
収入
5.6

新型
コロナ
予備費
5.0

1
9
9
0
年
度
当
初
予
算

2
0
2
1
年
度
政
府
案

一般歳出

（単位：兆円）

一般歳出

＋40.4 ＋1.0 ＋24.2 ＋0.7 ＋9.5

（注）括弧内は一般会計歳出に占める社会保障関係費の割合。
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18.4
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13.7
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13.7
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9.5
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11.4

13.3
14.9
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6.4
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11.010.810.3
12.012.3
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21.4

26.026.7

23.223.7

20.4
19.519.019.2

17.0
15.4

18.8
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14.8
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14.7
15.6
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12.913.013.514.0
15.5

16.8
17.817.6

18.9
19.9

19.1

一般会計税収計（左軸）

消費税（右軸）
法人税（右軸）
所得税（右軸）

18.518.7

20.3
19.3

8.0
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（注）2019年度以前は決算額、2020年度は補正後予算額、2021年度は予算額（案）である。

三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　http://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

主な内容紹介

１章  官庁統計にみる少子高齢化
人口推計・人口ピラミッド / 都道府県別人口 / 将来推計人口 / 
人口動態 - 出生・死亡・死産・婚姻・離婚 / 平均余命と死因 /
世帯の状況 / 各種世帯の所得状況 / 産業別就業者の状況　な
ど

2章  地域経済と若者の就業
都道府県別財政力指数 / 都道府県別賃金 / 人口移動 / 首都圏・
本社移転動向調査 / 住居の移住志向 / テレワークの導入・実
施状況 / 若年層の就業状態 / 大学生のUターン・地元就職 /
高校卒業者の県外就職　など

3章  国の財政と国民生活
日本の財政 / 日本の国内総生産・国民所得 / 社会保障関係費と
税収 / 国と地方の歳入 ･ 歳出 / 国民医療費 / 生活保護　など

4章  コロナによる結婚・育児への影響と少子化対策
妊娠届出数の状況 / コロナ禍の「出産・妊娠」意識 / 妊活・不妊治療 / コロナ禍での結婚 /
婚活サービスの利用 / 結婚観 / 育児休業制度・育児のための労働者制度 / 少子化対策・保
育所の状況 / コロナ禍での保育士の働き方 / 一斉休校・休園による子育て世帯への影響 /
教育費負担の実態 / 子どもの貧困状況　など　

5章  高齢者の生活と高齢化対策
コロナによる生活・身体活動の変化・健康への影響 / 高齢者のゴミ出し・食料購入などの
困りごと / アクティブシニアのオンライン行動 / 中高年の住み替え / ライフマネジメント
意識 / 親の介護と仕事 / 介護休暇制度・介護のための労働者制度 / 高齢者の体力・運動・
栄養 / 高齢者の雇用状況・家計・貯蓄・負債 / 高齢者犯罪 / 孤独死 / 相続　など

6章  国際比較
少子化に対する女性の意識 / 諸外国の高齢者の生活と意識 / 少子化社会に関する意識 /
日本と諸外国における年齢別人口の割合 / 主要国の子育て支援策・年金制度　など

主な出典元：�内閣府/総務省/厚生労働省/文部科学省/法務省/財務省/（独）労働政策研究・研修機構/国立社会保障・人口問題研究所/その他団体・
企業等

図表6-4-2｜�世界の15歳未満人口・65歳以上人口年齢
構成の推移（1950年〜2050年）より

図表6-1-5｜�自国は子どもを産み育てやすいと思うか より
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12 ライフマネジメントに関する意識（公財）生命保険文化センター「ライフマネジメントに関する高齢者の意識調査」（留置調査、インターネット調査）

2020年10月〜11月調査、高齢者調査：全国60歳以上の男女2,083名対象、中年層調査：全国40歳以上59歳以下の男女1,000名対象

5-12-1 何歳まで生きたいと思うか

図表

5-12-2 長寿社会に対する不安（高齢者調査）
図表

0 20 40 60 80 100
（％）

7.8

30.6

10.3

53.9

43.6

6.2

27.5

0.3

10.8

無回答
100歳
以上

90歳代80歳代70歳代
69歳
以下

中年層全体
n=1,000

高齢者全体
n=2,083

2.8

－

6.0

無回答
1.2%

希望より
不安が大きい

どちらかといえば希望より不安が大きい

どちらとも
いえない

どちらかと
いえば不安より希望が大きい

不安より希望が大きい3.7%
希望が大きい 11.6％

不安が大きい51.2 全体
n=2,083

7.9%

36.1%
35.3%

15.9%

5-12-3 長寿社会において最も不安なこと

図表
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23.7

46.0

28.7

16.9

39.9

無回答
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その他
生きがい

健康面（もの忘れや判断能力の低下等）

健康面（からだの機能の低下等）

経済面（生活資金の不足等）

中年層全体
n=1,000

　高齢者全体
n=2,083

2.6
0.8 1.9

3.2
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0.8

5-12-4 年齢別、健康状態（各質問項目の「いいえ」の回答率）（高齢者調査）

図表

n

本や雑誌を
読んでいるか

健康に関する記事・番組に興味があるか

友達の家を
訪ねることが
あるか

家族や友達の
相談にのる
ことがあるか

病人を
見舞うことが
できるか

若い人に
自分から話しかけることが
あるか

一人で電話をかけられるか
一人で薬を
服用できるか

全 体
2,083 18.4 10.5 35.6 18.0 9.7 19.2 1.6 1.3

本
人
年
齢
別

60〜64歳 353 15.3 11.6 ▲30.6 ▲10.2 ▲4.5 ▲13.3 ▲0.3 ▲0.0

65〜69歳 406 11.8 9.4 ▲30.5 ▲12.3 ▲3.9 16.7 ▲0.0 ▲0.2

70〜74歳 497 17.5 10.1 33.0 17.3 ▲7.2 17.3 ▲0.6 0.8

75〜79歳 407 18.2 ▲7.6 34.6 18.7 9.1 20.6 ▲0.5 1.0

80〜84歳 242 25.6 12.4 40.9 24.8 14.0 24.0 3.7 2.1

85〜89歳 132 27.3 13.6 53.0 31.8 28.8 28.0 3.8 2.3

90歳以上 46 47.8 23.9 78.3 54.3 56.5 41.3 28.3 21.7

（単位：％）

n

バスや電車を使って一人で外出できるか
日用品の買い物ができるか お湯が

わかせるか
請求書の
支払いが
できるか

預貯金の
出し入れが
できるか

年金等の
書類が書けるか

新聞を
読んでいるか

全 体
2,083

9.1
5.2

2.1
3.7

6.0
6.5

14.1

本
人
年
齢
別

60〜64歳 353 ▲1.7 ▲0.8 ▲0.0 ▲0.8 ▲1.1 ▲2.0
20.1

65〜69歳 406 ▲3.0 ▲1.2 ▲0.2 ▲0.7 ▲1.0 ▲2.2
11.8

70〜74歳 497 ▲5.8 ▲2.6
1.4

2.4
4.4

5.6
15.7

75〜79歳 407
8.1

3.9
1.2

2.9
4.7

5.7 ▲9.1

80〜84歳 242 16.9
9.9

3.3
6.6

10.3
12.8

13.6

85〜89歳 132 30.3
17.4

6.8
12.1

18.2
17.4

14.4

90歳以上 46 60.9
54.3

30.4
34.8

56.5
30.4

17.4
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1 少子化に対する女性の意識
（公財）日本財団「1万人女性調査 第3回『少子化に対する意識・国際比較』」（インターネット調査）

2021年1月〜2月調査、日本・アメリカ・中国・韓国・フランス・イタリア・スウェーデン・デンマークの18歳〜69歳女性4,000名（各

国500名）対象

6-1-1 自国の少子化の現状をどう捉えているか

図表
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6-1-2 少子化の現状に問題があると思う理由（複数回答）
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（注）1　6-1-1 で「問題あり」と回答した者対象

2　左から日本のスコアの高い順（その他除く）に掲載6-1-3 少子化の現状に問題がないと思う理由（複数回答）

図表

0

20

40

60

40.0

34.3

22.9

14.3

14.3

（％）

日本 n=35

（注）1　6-1-1 で「問題なし」と回答した者対象

2　左から日本のスコアの高い順（その他除く）に掲載

n 現在の人口が過大だと思うから
労働力の不足はAI などでカバーできるから

自国の少子化はそこまで深刻ではないから 移民政策で一定の調整が可能だから その他
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主要国の年金制度・支援政策等
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8 主要国の年金制度・支援政策等

（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2019」

注：1）最低限必要となる被保険者期間。

　：2）被用者年金制度の一元化に伴い、2015年 10月から共済年金に入っていた公務員、私学教職員も厚生年金に加入。

　：3）加入義務が免除されている 16歳以上の者や外国在住ドイツ人については、通常の支給開始年齢等まで任意加入が可能。

　：4）農業従事者については「農業従事者社会保障制度」により、年金・医療・介護について別途提供。

　：5）被用者の賃金が月 450ユーロ以下の場合、申請により加入義務の免除を受けることが可能。

出典：日本：厚生労働省、日本年金機構ウェブサイト、アメリカ：社会保障庁ウェブサイト、イギリス：Gov.uk等ウェブサイト、ドイツ：企業年金連合会（2008.12）「企業年金に関する基礎

資料」、労働社会省（BMAS)、公益財団法人年金シニアプラン総合研究機構「年金と経済 Vol.31No.1」、ドイツ年金保険庁ウェブサイト、厚生労働省「2016年海外情勢報告」、フランス：

CNAV年次報告書、URSSAF、政府公共サービス、国立統計経済研究所（Insee）、年金改革に関する政府ウェブサイト

6-8-1 公的年金等制度（日本・アメリカ・イギリス・ドイツ・フランス）

図表

日 本

アメリカ

イギリス

制度体系
2階建て  2）

1階建て

2階建て／1階建て

対象者
全居住者（日本国内に住んでいる20歳以上60歳未満の人

は、すべて公的年金制度への加入が義務付けられている）

公的年金加入者数：6,733万人（2018年3月現在）
一般被用者（連邦政府職員等一部職種を除く）及び一定

所得以上の自営業者は原則強制加入。一定所得未満の自

営業者及び無業者は対象外。
国民保険への加入条件による。

新制度（2016年4月6日以降に支給開始年齢に達した者に

適用）の場合：国家年金（1階建て）は2016年4月に導入。

一定所得以上の被用者及び自営業者は強制加入、それ以

外（無業者等）は任意加入。

保険料率
厚生年金の一般被用者：18.300％

（2017年4月～：労使折半）

※第1号被保険者（国民年金）は定額

（2019年4月～：月当たり1万6,410円）
被用者：6.2％事業主：6.2％自営業者：12.4％

被用者：賃金の25.8％（被用者：12.0％ 事業主：13.8％）

自営業者：3ポンド／週

支給開始年齢
国民年金（老齢基礎年金）：原則65歳。60歳からの受給も

できるが年金額は減額。70歳まで受給を遅らせると年金

額は増額。厚生年金の報酬比例部分：60歳（2013年から段階的に引

上げ、男性は2025年までに、女性は2030年までに65歳）

66歳（2011年～）※ 2003～2027年にかけ65歳から67歳に引上げ中。62歳

から年金を受給することは可能だが、誕生年に応じて

減額される。1967年生まれから満額支給が67歳になり、

62歳で受給する場合は年間支給額が30％減額される。

65歳
2020年までに66歳、2028年までに67歳への引上げを予定。

加入期間1）
10年以上

10年以上

国家年金：10年以上

国庫負担 基礎年金給付費の1/2

なし

原則なし※最低所得保障制度はある。

繰り上げ（早期）支給制度

あり。国民年金（老齢基礎年金）は本人が希望すれば60

～64歳で受給可能。但し、繰上げ年齢に応じて基礎年金

額が一定の率で減額。厚生年金の報酬比例部分も繰り上

げ可能。この場合、国民年金（老齢基礎年金）も同時に

繰り上げが必要。 あり。追加要件はない（年金の受給要件である最低加入

期間を満たせばよい）。
繰上げ期間が36ヵ月までは約0.56％／月、36ヵ月以降は

約0.42％／月減額（62歳まで繰上げた場合は約23.3％減

額）。
なし。

年金受給中の就労

・60歳以上65歳未満の者：
　 年金額と賃金が28万円以下の場合は、年金の支給停止

はない。28万円を超えると、金額に応じて一部又は全

額支給停止。・65歳以上の者：　 年金額と賃金が47万円以下の場合は、年金の支給停止

はない。47万円を超えると、金額に応じて一部又は全

額支給停止。

・満額支給開始年齢後：
　在職していても年金額の減額はなし。

・満額支給開始年齢前（繰上げ支給時）：

　 在職者の年金額は賃金額が一定水準以上の場合、賃金

額に応じて減額。 在職していても年金額の減額はなし。

厚生年金保険
（民間企業従業員、公務員等）
国民年金（基礎年金）20歳以上60歳未満の全居住者 OASDI老齢・遺族・傷害保険

無業者
被用者及び自営業者

適
用
対
象
外

基礎年金

新基礎
年
金

国
家
第
二
年
金

職
域
年
金

個
人
年
金

被用者及び自営業者

適用
対象外

無業者等

ドイツ

フランス

制度体系 1階建て

（強制加入部分は原則として）2階建て

対象者 被用者及び自営業者のうち特定の職業グループ（教師、看護・介護職、芸術家、手工業

者、ジャーナリスト等）は強制加入。その他の自営業者、官吏恩給制度に該当する公務員、

医師・薬剤師、裁判官等他の制度によって老齢時所得が保障されている者、僅少雇用の

うち年間の労働日数が3ヵ月以下若しくは合計で70労働日以下の者は加入義務免除。3）4）5）

被用者は強制加入。無業者は任意加入不可能。（無年金者や年金を含めた所得が最低

限の生活には不十分である高齢者は、無拠出制の高齢者最低所得保証給付 Minimum 

Vieillesseに頼ることができる）

保険料率 原則労使折半で、保険料率は、一般年金保険は18.6％、鉱員年金保険については24.7

％（2018年1月1日時点）

以下は一般制度の1階部分の保険料率（2019年1月1日より）

被用者は、40,524ユーロ／年までの給与に対して6.90％、全給与に対して0.40％。

使用者は、40,524ユーロ／年までの給与に対して8.55％、全給与に対して1.90％。

支給開始年齢
65歳
（2012年から2029年にかけて、65歳から67歳へ段階的に引上げ）

2018年1月時点（1953年生まれ）で、65歳7ヵ月。

制度により異なるが、原則として60歳。2011年7月1日以降、段階的に引き上げられ、

2017年には62歳へとなることが決定されている。満額受給開始年齢は、1953年生ま

れの場合、61歳2ヵ月、1954年生まれの場合、61歳7ヵ月、1955年生まれの場合、62

歳（2017年1月1日から）である（2010年の公的年金制度改革による）。又、満額受給

に必要な保険料拠出期間は、年齢により異なるが、40～43年間。

加入期間1）
5年以上

3ヵ月以上

国庫負担
保険料引上げ率に応じて自動的に改定。水準は2017年で総支出の23.1％

財源の64.2％（2011年、以降同じ）は労使拠出の保険料であるが、雇用促進のための社

会保険料雇用主負担免除分の国庫による補塡（財源の1.1％）、不動産収入などに賦課さ

れる租税（同10.1％）、老齢連帯基金による拠出（同18.8％、同基金の財源の大部分は

一般福祉税）など、財源に占める労使拠出の保険料以外の比率は高まる傾向にある。

繰り上げ（早期）支給制度

長期加入者（35年間以上加入）は63歳から早期受給可能

職業活動を17歳以前で開始し、満額受給に必要な保険料拠出期間 +2年以上の長期にわ

たって就業活動に従事した者は、60歳以前で公的年金を受給することが可能。（長期就

業者に対する早期支給は、2003年より可能となり、2010年に、再改正された）

年金受給中の就労
通常の年金支給開始年齢に至る前に老齢年金（一部受給する場合を除く）を受給する

者は、年金減額なく年間6,300ユーロまでの追加報酬を得ることができる。通常の年

金支給開始年齢に達した者については、追加報酬限度額を考慮する必要なく、満額受

給できる。

65歳以上の労働者と完全年金（フルペンション）の受給権を持つ60歳以上の労働者は、

収入に関係なく、年金を満額受給できる（2009年1月1日から）。上記の条件を満たさな

い場合でも、年金額と賃金額の合計が引退（年金支給開始）直前の賃金額を超えない

場合、年金額は減額されない。同様に、上記の条件を満たさない場合でも、自営業者（非

賃金労働者）として就業する場合、一般制度による年金を受給することは可能である。
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A4 判　2021年 10月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-076-3

コロナ禍で変化する女性の暮らしと生活に対する意識 !
ウィズコロナに対応した女性の消費行動と生活様式を
考えるためのデータ集。

女性の暮らしと生活意識
データ集 2022

A4 判　2021年 7月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-072-5

新型コロナ禍終息後の日常生活と観光経済をどう回復
するのか？地域振興のヒントが満載！

余暇・レジャー＆観光
総合統計 2021

図表3-6-4｜�財政構造の変化（1990年度・2021年度）より　

A4 判　2021年 5月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-070-1

男女の地位の平等感、就業状況、賃金格差、育児、家
庭での役割など、「男女共同参画社会」に関するあらゆ
る調査・統計データを網羅。各種の調査研究に最適です。

男女共同参画社会
データ集 2021

A4 判　2021年 9月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-075-6

新型コロナウイルス禍で混乱する介護・看護サービス。
今後の介護・看護の安心と安全を考えるための統計デー
タ集。

介護・看護サービス
統計データ集 2022

わかる！

使える！
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「とてもそう思う」の
割合が日本は1.6%。
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デンは27.4％と多く
回答

2050 年、世界の
高齢者人口の割合
は15.9%。日本は
37.7％に。


